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これからの協働社会に関する
　　　提　言　（素案）
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京都市市民参加推進フォーラム
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１　京都市の市民参加全般の現状

（１）まちづくりにおける参加と協働の意義


	
	①市民の責任と主体性によって独自に行う領域（市民活動の自由な領域）
	②市民と行政がそれぞれの主体性のもと協力していく領域
（連携協力が生きるまちづくりの幅広い領域）
	③行政の責任と主体性によって独自に行う領域（市政参加の領域）

	
	
	
	

	市民の市政への参加
	


	行政の市民活動への関与
	


　　①　市民の責任と主体性によって独自に行う領域…市民活動の自由の領域

市民はじめ企業，団体，大学，寺社などさまざまな主体の自由な活動領域








　②−１市民が主体

　　②　連携協力が生きるまちづくりの幅広い領域…協働の領域






　②−２行政が主体

　　③　行政の責任と主体性によって独自に行う領域…市政参加の領域
（２）本市における各領域での市民参加の現状と課題
　　
ア　まちづくり…Ａ市民と行政の関係　から　Ｂ京都の多様な主体と行政との連携　へ

これまで，京都市では町内会や自治会活動の地縁組織やＮＰＯや市民活動団体等の志縁組織を基礎にした市民と行政との関係を「まちづくり」の領域として取り組んできました。もちろん，これからも地縁組織や志縁組織と行政の関係は，まちづくりの核となる主体です。しかし一方で，まちづくりの全体像は地縁組織や志縁組織と行政だけではなく，大学，企業，寺社といった多様な主体が関わっていることを踏まえる必要があると考えます。

◇まちづくりの主体同士の関係（
[image: image1]の関係）…（１）①②の領域

それぞれの主体が活発に活動し，さらに
[image: image2]のつながりが深く広くなっていくことが，よりよいまちづくりにつながると考えます。

◇まちづくりの主体と行政との関係（
[image: image3]

 SHAPE  \* MERGEFORMAT 
[image: image4]の関係）…（１）②③の領域

まちづくりと市民をはじめとする多様な主体と行政との関係をよりよいものにしていくことが，まちづくりの主体としての行政にとっても直接の課題です。


[image: image5]の部分は「これまでもまちづくりのパートナーとして連携してきた」関係，


[image: image6]の部分は「これからのまちづくりにおいて連携していきたい」関係です。
◇まちづくりの主体としての行政…（１）③の領域

行政は施策や事業を通じて，まちづくりの主体として市民の信託に応える責任のある主体です。そのため，その政策形成において，主権者である市民の参加を進めていきます。

このようにまちづくりの形を整理すると，本市における市民参加の現状と課題，そして市が取り組むべきことを見ることができます。

イ　これまでも進めてきた市民とのまちづくりを深めて行くために　Ａ　

・10年後をめざして…現状と課題

（市民の自由な活動領域について，市が「こうあるべき」とは言えないが，まちづくりの現場で連携してきたなかでは以下のようなことが指摘されている。と，フォーラムの立場で書く）

（目指したい未来：議論する必要？　地縁組織，志縁組織との連携，行政と両者との関係のバージョンアップorリニューアル。

　○　京都市の伝統的な自治活動　　　○　NPOなどの市民活動

　　　●　町内会への加入率の低下

　　　●　地縁組織と志縁組織との連携→

・行政（市政？）が10年後を目指し，そのために行うべきこと


　　　・　地縁組織と志縁組織，また両者の連携について（本来は市民自由の領域ですが…）


　　　・　地縁組織と志縁組織と，行政との関係について（区の関係とか，コンパクトとか？）

ウ　多様な主体が担うまちづくりを広げて行くために　B
・10年後をめざして…現状と課題

・行政（市政？）が10年後を目指し，そのために行うべきこと


　・多様な主体の活動の活性化，主体同士の連携について


　・多様な主体と行政との連携について（まちづくりにおける新たなパートナーシップ？）


エ　まちづくりの主体としての行政…市政への市民参加　C
・10年後をめざして…現状と課題
　　　○　全国に先駆けて取り組んできた。

　　　●　市民の実感が低い。

　　　●　必要な人に必要な情報が届いていない。

これらをふまえ，具体的には「２　市政参加」で

２　市政参加

（１）市政運営への市民参加（市政参加）の意義

　市政は，市民の信託に基づき運営される。選挙は最も重く明らかな「信託」の機会だが，多様な政策課題が絶えず起こり続ける今日の社会において，市政が進める政策の過程に対する市民の市政参加，それを支える情報公開があってこそ，市民生活をよりよい形で支え，政府として市民の信託に応えることができる。

　そのため，市民参加と情報公開は，市政が「何を課題とし」「どの政策がよいか検討し」「どのような理由で決断し」「いかに実行し」「その評価はどうだったか，その後にどう生かすか」という政策形成のそれぞれの過程で進められることが求められる。また，市民参加が形だけではなく，実質的なものとなるよう，手法や運用に不断の工夫が期待される。

　京都市においては早くから市民参加と情報公開に取り組み，審議会の公開，審議会における公募市民の参加，パブリック・コメントなど制度も整ってきているが，より一層の市民参加を進めるには，これまで市政に参加していない人にも参加してもらえるような新たな手法の開発や，参加を生かす運用の仕方，参加の仕組みの周知及び一層の多様な市民の参加の広がりなどが課題となると思われる。（また，地方分権の時代において，議会がこれまでよりさらに市民に開かれた存在となり，市政運営に力を発揮することが全国的にも期待されている）


①　課題の抽出

　　何が政策課題かを抽出していく機会についての市民参加は，選挙の争点，公約やマニフェスト，総合計画などで議論されてきたが，「②政策の検討」以降の段階ほどには日常の制度になっていなかった。

　　市民生活の様々な課題のうち，どれが市政の担うべき課題であるかを巡っては，これまで以上に多様な議論により集約されていくことが目指される。全国的にも新しい手法の模索がひろがる領域である。

②　政策の検討

　　市政の課題解決をどのような政策によって目指し，そのためにどのような事業を実施するのか。

計画や政策の検討については，審議会をはじめとした市民参加の機会が設けられてきた。今後は，そうした機会がより多様な市民の参加を得て，多様な意見を集約していく機会になっていくことが期待される。

③　決断

　　市政運営における決断は，市民からその権限を信託された議会や市長によって行われる。しかし，多様で複雑な政治課題を巡って，市民参加はその決断に資する役割を果たすことができる。

（審議会も一定そう，諮問による審議会や議会の外部専門家の招聘なども）

④　実行
　　市政運営は，分権改革以来，より多くの権限を行使するようになっている。その行使が適切か，事業の進捗はどうか，市民との連携や市民の協力を必要とする事業ではどうか。施策・事業の実行に対する市民参加は，非常に重要である。

⑤　評価

　　施策・事業，政策についての評価は，それ自体も重要だが，その後の市政運営にとっても重要である。主権者である市民自身がどう捉えているか，評価段階に対する参加とその基礎になる情報公開が求められる。

（２）市民参加の現状と今後の新たな制度や運用の課題

　ア　運用の課題

　　　これまでみてきたように，京都市政に対する市民参加制度は一定の取組を蓄積させてきた。新しい制度よりも，これまで導入した制度がその趣旨を十分果たす運営が進められていくことが課題と言える。

　　①　課題の抽出
・公園整備事業におけるワークショップ

　　　・市政総合アンケート　一方通行ないし双方向性が非常に弱い

　　　・市民生活実感調査　一方通行ないし双方向性が非常に弱い

　　　・モニター調査　

　　　・市長への手紙　一方通行ないし双方向性が非常に弱い

　　　・電子会議室　意見の事前チェック

　　　課題を抽出する取組については，公園整備におけるワークショップ等の市民同士が顔を合わせて議論・検討することで市民の参加の実感を得ることができている。

　　　一方で，アンケートや市民生活実感調査等は，統計の数値として表れるが，個人の意見が議論されるわけではないので，どう反映されたかが見えにくく，参加を求められただけで市民の参加の実感に乏しくなりがちである。

　　　また，市政に参加しにくい勤労者や若者も参加しやすくするため，平成１５年度から平成２０年度までインターネット上において議論する電子会議室を設置したが，運用当初から発言数，参加者数に伸び悩んだ。これは，電子会議室内の不規則発言を抑止するため，発言内容の事前チェックを行ったことで，インターネットの強みである即時性を十分に生かしきれなかったことや登録に当たり実名登録を求めたこと等が主な原因と考えられる。
　　　○　市民がリアルにつながることで，参加したときの実感が高い。

　　　●　参加の手法が少ない。
　　②　政策の検討

　　　・審議会の公開

　　　　公開可能な審議会は，平成１６年度以降全て公開している。また，開催情報や傍聴方法は市ホームページや市役所案内所等で配布されるチラシで案内することで，広く市民の傍聴を受け入れており，審議会における市民参加は着実に進んでいる。


　しかし，審議会の開催は平日昼間に行われることが多く，勤労者や学生が参加しにくいため，会議の開催時間を夜間や休日に開催するような工夫を行うこと，子育て中の市民への託児や耳に障害のある方への手話通訳者等の配慮等も求められる。また，公開で行った審議会のうち，会議録が公開されていないものがあり，情報公開が十分ではない審議会も一部で見られる。

　　　・審議会へ市民公募委員として参加

　　　　審議会の委員として市民が参加し，政策形成に深く関わる取組は進んでおり，平成21年度は７３審議会において延べ２４５名の市民が参加している。

　　　　しかし，意欲を持った市民公募委員が発言しにくい雰囲気の中で孤立したり，役割を十分に伝えられたりしていないこともあり，審議会の運営手法の工夫がより一層必要となっている。

　　　・パブリック・コメントによる意見提出

　　　　市民生活や事業活動に関わる条例や計画について，パブリック・コメントを実施しており，提出される意見数は大変多く，市民の市政への関心の高さが伺える。また，計画や条例策定の早い段階から意見募集をするなど，市民の意見を反映させる取組がされている。

　　　　一方で，提出された意見についてどのように議論・検討してどのように反映させるかという過程が見えにくいように思われる。

　　　○　市民の参加したときの実感が高い。

　　③　決断
　　　・直接請求

　　　　地方自治法第７４条において，条例の制定や改廃について市長に請求する権利を有している。

　　　●　「課題の発見」，「政策の検討」の過程での意見の集約を前提に行われているか。

　　④　実行
　　　・市民共汗サポーター

　　　　違反広告物等の除却を行うボランティア「京・輝き隊」や地域の高齢者への目配りを中心としたボランティア活動に携わる「一人暮らしお年寄り見守りサポーター」など様々な分野で市民の多様な活動への参加がされている。

　　　●　実行に至るまでの過程が知らずに実行だけに参加すると，やらされ感につながる。
　　⑤　評価

　　　・行政評価への参画

大学ゼミ等の学生と本市職員が協働し，評価制度の改善に対する提案や各職場で行われる事務事業評価の取組を支援する「事務事業評価サポーター」が参画している。

　　　・審議会

　　　●　量で図ろうとすると，参加人数を増やすといった視点になりがち。量だけでない評価方法が必要。

　　　●　すべての制度や取組を実施すれば非効率なものとなる。他の取組とのつながりを整理して効率面も含めて評価する視点が必要。

　　⑥　全般
　　　●　どの段階でどのような参加の機会があるのかの「見える化」が必要

　　　●　段階ごとのつながりを理解してもらえる工夫が必要

３　市民活動

（1） 市民（地縁・志縁），企業，行政，大学等各主体の相互の協働の意義

　　公共的な課題を解決するのが行政の役割であるが，行政は，すべての市民に公平で一貫性のあるサービスを提供しなければならないため，個々の事情に合わせた対応や，急激な変化に対して弾力的に対応を変えるといったことが困難になりがちである。

高齢化・少子化・単身化といった家族形態の変化や地域社会の変貌が進んでおり，また，国，地方を通じた厳しい財政状況や地方分権の進展など，社会経済状況が大きく変化している中で，市民生活で求められる市民ニーズも内容，質が多様化・複雑化してきている。

　　このような社会の変化の中，市民活動は，行政では行き届きにくい新たな公的な領域の担い手として，多様化・複雑化した市民ニーズに対応するとともに，市民が生き生きと自己実現や新しい生き方ができる仕組みとしても，豊かな地域社会を作っていくためにますます重要な役割を果たしていくことが期待されている。

　　京都の自治の伝統と自由な先駆的な気風は，町内会・自治会などのさまざまな地域活動に受け継がれており，また，ＮＰＯなどの市民活動団体の課題分野ごとの活動もますます活発化している。

　　また，企業の社会貢献活動のほか，京都の特性である大学，寺社なども地域社会を支える主体としての役割が期待されており，これら多様な主体が重層的に絡み合うことで，更に多様な市民ニーズに対応した新しい公共を活動としての可能性を持っていることから，今後，これらの活動の更なる活性化が期待されている。

（２）市民活動を支える主体の現状と課題

　　ア　自治会・町内会をはじめとする地縁組織による活動

　　　　京都の多くの地域では，住民自治の伝統や支え合いの精神が息づき，町内会・自治会，学区自治連合会，各種団体といった地域組織が中心となり，町内単位（町内会・自治会）や学区単位（自治連合会や各種団体）で，夏祭り，運動会，敬老の集いなどの交流行事，交通安全，子どもの見守り，防災訓練などの安心安全の取組，放置自転車や不法投棄ゴミの追放など，さまざまな地域活動に取り組んでおり，こうした，町内会・自治会を基礎単位とし学区単位で発揮される地域力は，全国に誇る京都の財産である。

　　　　しかし，地域組織は，各家庭のライフスタイルの多様化等により，加入率が低下しており，また，若い世代が活動に参加しない，役員が高齢化している，役員の担い手が不足している，新しく転入してきた人が活動にあまり参加していないなどの課題を抱えている。

　　　　一方で，役員の顔ぶれがあまり変わらない，一部の者で行っている，という批判がある一方で，永年にわたり活動を担っているリーダーからは，次の担い手が出てくるまでは辞めたくても辞められないという意見もある。

　　　　さらに，近年，都心部を中心に増加しているマンションでは，マンション住民の町内会・自治会の加入が少ないなど，マンション住民と地域住民との交流や防犯，福祉等，両者で共通する生活課題の解決に向けた連携が難しいなどの課題を抱えている。

　　イ　ＮＰＯや市民活動団体などの志縁組織による活動

　　　　テーマによって結びついているＮＰＯ法人，市民活動団体などは，社会の変化による新たな課題に対して，独創性・先駆性，専門性，柔軟性・機動性を持って対応できるという優れた特徴を持ち，きめ細かいサービスを提供している。市民ニーズの多様化・個別化を受け，ＮＰＯなどの市民活動団体が公益サービスの新たな担い手として様々な分野で活動している。京都市においても，平成２２年８月現在で６７４団体を超えるＮＰＯ法人が設立され，更に多くの任意団体とともに様々な分野で活動を展開している。

　　　　地域コミュニティ活性化のためには，市民活動団体と伝統的な地域コミュニティの担い手である町内会等の地縁組織との連携が効果的であると同時に，地域コミュニティ活性化という目的を共有した連携は両者にとって新たな成長や変革の機会となりうることから，双方の連携を推進していくことが求められる。

　　　　しかし，これら多くの市民活動団体は，小規模団体が多く，組織運営，人材や情報に至るまで基盤の弱さが目立ち，特に多くの団体で，活動を支える財政的な課題が，非常に大きな位置を占めている。また，助成金等の支援を得られても，事業費にしか充てることができず，それを担うスタッフの人件費に充てられないことから，助成金等を受けて事業を拡大しようとすれば，それを調整する人材が不足し，組織の運営が厳しくなっていくという矛盾も生じている。

　　　　また，事業が広がるほど，多様な主体との関わりが拡大していくこととなるが，自治会・町内会などの地域コミュニティなど他の主体との間で，お互いに対する情報がなく，理解が進んでいないことや，課題解決の手法や組織運営のルール，手順に違いがあるなどの理由から，必ずしも連携が進んでおらず，主体をつなぐコーディネート機能の充実が必要である。

　　ウ　企業・事業者による社会貢献活動

　　　　近年，企業・事業者による社会貢献活動が注目されており，ＣＳＲ担当を置いて，環境保全活動，清掃活動，福祉活動，ＮＰＯ等の市民活動団体への資金面での支援など，企業の社会的責任を果たすために積極的に取り組む企業が増えている。

しかし，一方，経済的な理由や繁忙のほか，ノウハウや情報の不足により，社会貢献活動の実施に苦慮している企業・事業者も多い。

　　　　企業・事業者の社会貢献活動を進めるためには，企業・事業者に対する啓発，社会貢献活動に関するノウハウや情報提供のほか，市民活動団体や地域コミュニティなどの主体とつなぐことが求められている。

　　　　また，資金面での余裕のなく，これまで社会貢献活動に積極的に取り組んでこなかった中小企業や個人事業者などについても，自らが持つ技能や技術，機材等を地域の活動に提供するなど，資金面以外での社会貢献活動ができることを浸透させていく必要がある。

　　エ　大学による地域活性化の活動

　　　　京都市には，現在37の大学・短期大学（以下「大学」という。）が集積するとともに，京都市の人口147万人の約１割に当たる約14万人の学生が在籍する「大学のまち」，「学生のまち」である。各大学では，大学が地域にとって，より身近なものとなるよう，図書館等の大学施設の開放，公開講座の提供をはじめとする地域に開かれた大学づくりが求められている。

　　　　他方，大学教育においては，学生が社会において活躍できるよう，フィールドワーク等地域体験型授業を取り入れるなど，多様な学習方法が求められている。

　　　　さらに，「京都学生祭典」のように，学生自らが企画し，企業や行政の協力を得ながら地域の活性の取組に参画するなど，学生が独自に地域の課題解決やまちの活性化に関わりを持とうとする取組も増えている。

　　このような大学や学生の取組が，地域の課題解決やまちの活性化等につながる仕組みに寄与していけるよう，大学・学生と地域との連携がますます進むことが望まれる。

　　オ　寺院・神社による地域活性化活動

　　　　京都の特徴として，大学のほか，寺院，神社が集積していることが挙げられる。これらの寺院，神社には，地域に根ざして自治会・庁内などとも深くかかわり，地域コミュニティの主体としての役割を果たすとともに，観光面でも周辺の商店街などの発展に寄与しているものも多数見られる。

　　　　今後，これまで自治会・町内会のほか，ＮＰＯなどの市民活動団体や企業・事業者，大学などのさまざまな主体とつながり連携することで，更に豊かな地域社会の実現につなげる主体としての役割が期待される。
（３）市民活動に対する行政の関与

　　ア　市民の責任と主体性によって独自に行う領域
　　　　市民活動の自由な領域で，市民をはじめ，市民活動団体，企業，大学，寺社などさまざまな主体が自由に活動をするものであり，行政とは一定の距離を置くべき領域である。しかし，町内会への加入率の低下に対する対策を講ずることや，ＮＰＯ法人立上げに対する支援など，行政が支援をすることで，地域社会を支える主体が増え，その活動の活性化に寄与するなど，豊かな地域社会の創造につなげることが可能になることから，行政としての一定の関与が求められる領域である。　

　　イ　市民と行政がそれぞれの主体性のもとに協力して行う領域

　　　　（連携協力が生きるまちづくりの幅広い領域…協働の領域）

　　　　市民と行政がそれぞれの主体性のもとに連携協力することでより効果があり，それぞれの主体の負担が軽減される領域であり，協働の領域と言われるものである。市民が主体となるか，行政が主体となるかによって，行政のアプローチの仕方に違いがある。
　　（ア）市民の主体性のもとに行政の協力によって行う領域

　　　　市民の側から行政に対する協働事業提案を行い，新しい公共サービスを生み出すことなどが当たる。

　　（イ）行政の主体のもとに市民の協力によって行う領域
　　　　　クリーンキャンペーンへの参加や街路樹里親制度などが当たる。

（４）今後取り組んでいくべき課題

　　京都市における市民活動を取り巻く現状や課題を踏まえ，今後行政として次のような取組を進めていくことが期待される。

　　ア　さまざまな主体がつながっていくための取組

　　　○　問題解決のための地域における団体のネットワーク形成支援

　　　　・　分野別センターの連携強化による相談機能の充実

　　　　・　分野別センターと区役所の連携の強化

　　　　・　区役所まちづくり推進課の機能強化

　　　　・　まちづくりアドバイザーの増員

　　　　・　地縁活動団体と市民活動団体が一同に会し，交流を行う取組の実施

　　　　・　大学，寺社など多様な主体へのアプローチ

　　　○　情報提供・共有の充実

　　　　・　まちづくりのポータルサイトの運用

　　　　・　分野別センターの連携強化による情報の共有化

　　　　・　分野別センター合同による相談窓口の運用
　　　○　主体をつなぐ取組に対する支援の強化

　　　　・　さまざまな主体をつなぐ取組に対して優遇する補助金，助成金等の仕組み

　　イ　ＮＰＯ法人等の市民活動団体のエンパワーメント

　　　　・　地域における活動の場の提供

　　　　・　事業費だけでなく人件費を算定した補助金，助成金

　　　　・　民間の資金を生かした融資制度など資金面での支援

　　　　・　助成申請，資金運用，組織運営，広報などの面での人材育成への支援

　　　　・　後援，共催などの拡大

　　ウ　市政に市民の力を生かしていく取組の充実

　　　○　協働事業の拡大

　　　　・　市民から行政への協働事業提案制度の実施

　　　　・　行政からの市民への協働事業提案制度の実施

　　　○　市民と行政との共通認識の確保

　　　　・　市民活動団体と行政のコンパクトの締結


　　エ　地域コミュニティの活性化

　　　　

４　情報提供

（１）情報提供の意義

　　　市民が市政や市民活動等に参加するには，行政はそれを支える情報を広く多くの市民に公開・提供するとともに，市民と行政，市民同士が情報を共有できるよう取り組むことが必要である。特に，必要とする市民が必要な情報が容易にたどり着けるよう情報の提供に更なる工夫がされることが求められる。

　　　一方，市民にも，自らの課題に対して必要な情報をキャッチすることに努めることが求められる。

（２）情報提供の現状と課題

　　・　市政参加
　　　　京都市では，これまでに市民しんぶんの配布，市政広報板への掲示，チラシの配布，ホームページへの掲載，市政協力委員や各種関係団体への情報提供といった手法を活用されている。

　　　　平成１８年度には，ユニバーサル・デザインに配慮し，アクセシビリティも向上させたホームページに大幅更新し，市民にわかりやすい情報提供に努めてきた。さらに，市民参加に関する情報を一元的に集約する「市民参加カレンダー」，審議会に関する情報を集約した「審議会総括情報システム」，パブリック・コメントの募集から結果までを一覧できる「パブリック・コメント総括情報システム」の運用を進めるなど，市民が市政に参加しようと思ったときに情報を得やすいホームページとなっている。

　　　　しかし，京都市が発信している情報が，受け取る市民の側からは必要な情報が十分に届いていないと受け取られている傾向がある一方で，行政から送られてきたポスターを貼ったり，チラシ等を配ったりする市政協力委員などからは，情報が多すぎると思われている状況にある。

　　・　市民活動

　　　　各分野別センター（市民活動総合センター，景観・まちづくりセンター，福祉ボランティアセンター，長寿すこやかセンター）の情報が共有化されていないことや，これらのセンターと区役所との共有化について取り組む余地があると考えられる。

　　　
（３）課題に応じた今後取り組むべき新たな制度や仕組み
　　　インターネット上において，市民同士が議論する場を形成しようとした電子会議室は十分な成果を発揮できなかったものの，インターネット上におけるつながりは，実社会における顔の見える関係を補足するものとして有効である。実社会における関係をインターネット上において，ゆるいつながりによって継続的させることができるため，積極的に活用したい。

ただし，新たにシステムを構築のではなく，既に多くの市民が活用している汎用性の高いメディアを活用することの方が，多くの市民に情報が行き届くとともに，費用の面でも効果が高いと考えられる。

　　・　まちづくり情報メールネット
　　　　市民活動団体や企業，行政との情報共有を目指す

　　・　ツイッター※やユーストリーム※等の既に汎用性のあるメディアを有効に活用した広報

　　　　ツイッターやユーストリームは，これまで市政や市民活動などに参加することが少なかった３０代を中心とした世代が多く利用しており，これまで参加のなかった市民に興味を持ってもらえる可能性が高いと思われるので，積極的に活用をしたい。ただし，利用にあたっては，十分に利用方法などのルール作りは必要となる。
５　行政における庁内の推進体制

（１）意義

　　　市民と行政がそれぞれの役割の下に協働する市民参加は，京都市の市政運営の根幹であり，市職員としての責任と自覚を持って取り組んでいくことが重要である。

　　　このため，職員研修や市民との交流の機会を通して，市政への市民参加の取組や自主的なまちづくり活動に対する市民の理解を深め，その能力の向上を図るとともに，各所属や職員で蓄積されている市民参加に関するノウハウや事例の共有化を図るなど，庁内の連携強化に向けた取組が求められる。

（２）現状と課題

　　　京都市では，平成8年9月に，庁内の課長級職員を中心とする｢市民参加検討プロジェクトチーム｣を立ち上げ，市民参加による市政運営について検討を行って，平成9年７月に市民参加の理念，施策検討・推進の視点，施策の提案などをまとめた｢市民参加検討プロジェクト報告書｣を発表した。

　　　また，平成9年12月には，「市民参加推進プロジェクトチーム」を立ち上げ，実際に市民参加事業を推進していく「夢・ロマン・京都市シティ」，「市民活動支援センター整備」，「地域コミュニティひろば整備」，「地域の防災まちづくり」の４つの市民参加事業に取り組んだ。設置に当たっては，チームメンバーを全庁的に職員から募集した結果，多様な職種，年齢層から数多くの職員の応募があるなど，市民参加による事業にチャレンジする庁内の機運が高まった。

　　　その後，平成13年12月の市民参加推進計画を策定，平成15年8月の市民参加推進条例を施行するなど，市民参加の制度や仕組みは定着してきたところである。

　　　しかし，一方で，審議会の公開，委員の公募，パブリック・コメント，事業を実施でワークショップなどの市民参加の取組が形骸化しているのではないかとの指摘も聞こえるところである。これには，市職員に市民参加の取組を行いさえすればいいという意識があって，なぜ市民参加をするのかの理解が不十分であることや，市民参加により市民との一緒に達成感を味わうという経験を持つ職員が増えていないことによると考えられる。
（３）今後取り組んでいくべき課題

　　ア　市民参加に関する研修の充実

　　　　市民参加のメニューを基礎研修，役職研修に用意して，すべての職員が市民参加に関する研修を受けることができる仕組みとするとともに，地域主権時代にふさわしい政策の推進や行政改革を実行し，京都市を改革・創造する力を養うための研修である改革・創造研修において市民参加のメニューも充実させる。

　　イ　市民参加の体験の機会を増やす

　　　　参加型事業に幅広い職員の参加を容易にする庁内横断的な市民参加のプロジェクトの編成を充実させ，市民参加に取り組もうとする職員の体験の場を数多く設ける。

　　ウ　市民参加ガイドラインの充実

　　　　現在の市民参加ガイドラインを充実させ，市民参加の理念から実務上のルール，ノウハウやコツなどを盛り込む。

　　エ　市民参加に関するノウハウを伝承する仕組みづくり

　　　　各所属や職員が蓄積してきた市民参加に関する事例やノウハウを共有し，伝承する取組や仕組みを整備する。（例　市職員や大学教員などの有志による市民参加応援隊「ストーリーてらＧ」）









②－１


　市民が主体





市民活動総合センターと行政がコラボするといい





制度は一定ある





周知・運用の課題





関心と市政をつなげる





事業応募型補助金に「連携」インセンティブをつけるとか、包括補助金とかはここに入るんでしょうね。





資料４





ここがブレイクダウンして「計画」となっていくイメージでしょうか。











A





前verで� eq \o\ac(○,Ａ)�としていただいたところ。この主体自体について行政が行うこと。土山的には本来は市民の自由の領域ですが、以下略です。


主体って書くと「難しい、平易な用語で」と言われると思うんですが、これしかうかばないです。


「行政からは見えにくかったけど、実際多様な主体が京都のまちづくりに関わってるんだから、それを可視化し、つながりあうことでより活性化するよう、行政が出来ることは何か云々、みたいな感じでしょうか。





前verで� eq \o\ac(○,Ｂ)�としていただいたところ。まちづくりではこれまで必ずしもパートナーとして認識してこなかったから、関係醸成を進めて行きましょう。という感じ？　コンパクトなどは再掲で入ってくる？（ここに分類された主体とも関係するから）





C





Ｂ





前verで� eq \o\ac(○,Ａ)�としていただいたところ。この主体自体について行政が行うこと。たとえば町内会加入率の低下について何か対策するのなら、ここに入ります。NPOの立ち上げ支援などもここに入ります。土山的には本来は市民の自由の領域ですが、限定的に、また市民からそういう対策を信託されているといえるのであれば、アリかと…





前verで� eq \o\ac(○,Ｂ)�としていただいたところ。この主体と行政との関係について何か行うのであれば、ここに。たとえば、協働の指針をつくるとか、府でいうコンパクトとか、区のまちづくりのこととか。「行政と」相手との関係ですね。





地域コミュニティ活性化検討委員会の検討内容に合わせる。





連携協力することでより効果があり負荷が軽くなる領域





市民





行政











志縁





地縁





寺社





企業





大学

















②－２


　行政が主体





（市民活動の領域）





（行政の領域）








・自治会への加入促進支援


・ＮＰＯ立上げへの支援





・分野別センターや区役所によるコーディネート


・学まちコラボ











・NPO等への業務委託





・まち美化総行動


・協働事業提案事業














・直接請求





・審議会委員公募


・審議会の公開


・パブコメ





・文化ボランティア


・街路樹里親制度





・まち美化総行動


・協働事業提案事業








市民活動（特に支援活動）に参加する市民を増やしていくことがフォーラムでは議論されてこなかったが，ここで述べる必要があるのでは？





ここについても今期のフォーラムではあまり議論されませんでしたが，第４期では何度も議論されており，項目を起こすことが適当だと思います。





①課題の抽出





②政策の検討





③決断





④実行





⑤評価





政策の実行過程
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